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博士人材データベース(JGRAD)の登録情報を用いた博士課程の経済的支援の効

果に関する試行的分析 

文部科学省 科学技術・学術政策研究所 第 1 調査研究グループ 

小林 百合 梅川 通久 星野 利彦 

要旨 

 優秀な学生の大学院進学促進の方策として、博士課程在籍者に対する経済的支援の必要

性が挙げられ、国または大学により、様々な経済的支援が実施されている。本調査では、

制度の異なる経済的支援（給付型、貸与型、等）の効果を比較するため、科学技術・学術

政策研究所が運用する博士人材データベース (Japan Graduates Database: JGRAD) の登録

情報の分析を行った。博士課程在籍年数、中退率、修了後の職業選択等を指標として、試

行的分析を行ったところ、博士課程在籍期間については、分析した全ての経済的支援制度

で、平均在籍期間の短縮が見られた。中退率については、学費の免除を受けていない者で

特に高かった。また、修了後のキャリアパスについては、博士課程教育リーディングプロ

グラム参加者で特に多様化が見られた。以上の分析を踏まえ、更なる分析を進める上での

課題や今後実施しうる詳細な分析の方向性についても議論した。 

 

A pilot study on the effect of financial support on academic performances and career 

choice of postgraduates students using the Japan Graduates Database (JGRAD). 

1st Research-Oriented Research Group, National Institute of Science and Technology Policy 

(NISTEP), MEXT 

KOBAYASHI Yuri, UMEKAWA Michihisa, and HOSHINO Toshihiko  

ABSTRACT 

The number of students enrolling in doctoral courses has been decreasing for more than a decade. 

To promote more outstanding students into graduate school, the government and universities have 

provided various types of financial support for Ph.D. students to help them to fully concentrate on 

their academic interests. In this study, to compare the effects of different types of financial support 

(benefit, loan, etc.), we analyzed the registration information of the Japan Graduates Database 

(JGRAD) operated by the National Institute of Science, Technology and Academic Policy 

(NISTEP). A trial analysis using indicators such as the number of years of doctoral enrollment, the 

dropout rate, and the choice of occupation after completion showed that the average length of 

doctoral enrollment was reduced in all types of financial supports analyzed here. For the dropout 

rate, it was particularly high among those who had not received a tuition fee waiver. Career paths 

after completion were particularly diverse among participants of the program for Leading Graduate 

School. Based on the above analysis, we discussed the direction and issues for further analysis that 

could be carried out in the future. 
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背景と目的 

 

国内の博士後期課程への進学者数は 2003 年より減少傾向をたどっており、優秀な学生の

博士課程進学促進の方策が求められている。その一つとして博士後期課程在籍者に対する

経済的支援が挙げられる。本調査では、制度の異なる経済的支援の効果を比較すること目

的として、経済的支援受給者の博士課程1の在籍・修了状況やキャリアパスについて、支援

別に分析、比較を行った。 

 
使用したデータについて 

 

 本調査では、博士人材データベース（Japan Graduates Database: 以下、「JGRAD」とい

う。）の登録者情報を用いた。JGRAD とは、文部科学省科学技術・学術政策研究所（以下、

「NISTEP」という。）が運用する、博士課程修了後のキャリアパスを把握するためのデータ

ベースである。本データベースには、キャリア情報だけでなく、博士課程在籍中の経済的

支援の受給の有無等が入力されており、本調査では、その経済的支援情報（項目について

は、参考資料に掲載）を用いた。 

 JGRAD は、博士課程在籍者全数が登録対象ではなく、登録を希望する大学の特定の研究

科の博士課程在籍者が登録対象者となっている。そこで最初に、登録者の基本属性の構成

比率について、令和元年度学校基本調査報告値と比較し、その偏りを明らかにした。 

 

 

１．JGRAD の調査時点（2019 年 5 月）の登録者数は 17,738 人、うち、博士課程教育リーデ

ィングプログラム生が 4,867 人であった。 

 全登録者のうち 3 割弱は、文部科学省が実施する学位プログラムである博士課程教育リ

ーディングプログラム（以下、「リーディングプログラム」という。）生であった。リーデ

ィングプログラムについては、リーディングプログラム参加者の JGRAD 登録が大学のプロ

グラム参加の要件であることもあり、登録率は非常に高かった（99.9％）。 

 

 

２．JGRAD 登録者は、国立大学在籍者の割合が高く、私立大学在籍者の割合が低い。 

 JGRAD 登録者（在籍者）の 9 割以上は、国立大学在籍者であった。学校基本調査（設置

者別学生数）（概要図表 １左下）と比べ、国立大学在籍者の割合が高く、私立大学の比率

が低かった。  

                                                  
1 本報告書における博士課程とは、前期・後期に区分する博士課程の後期の課程(前期・後期の区分を設

けない博士課程についてはこれに相当する 3 年間、医歯薬獣医学についてはこれに相当する 4 年間)とす

る。けない博士課程についてはこれに相当する 3 年間、医歯薬獣医学についてはこれに相当する 4 年間)

とする。 

概要 
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３．JGRAD 登録者の男女、外国人比率は、概ね学校基本調査の比率と同じ。 

 JGRAD 登録者のうち、在籍者の男女別比率は概ね 7：3 であり、学校基本調査に基づく男

女比との差はそれほど大きくなかった（概要図表 １中）。外国人比率については、JGRAD

登録者（在籍者）の日本以外の国籍の者の割合は 3 割弱であり、学校基本調査の外国人比

率との差はそれほど大きくなかった（概要図表 1 右）。 

 

概要図表 1  JGRAD 登録者(在籍者)と学校基本調査（在学生）の比較（基本属性） 

 

 

 

４．修了後の職業選択の傾向は、概ね学校基本調査報告値と同じ。 

 JGRAD 登録者の 9 割以上は、博士課程修了（単位取得退学、中退を含む。以下、「修了」

という。）後、「専門的・技術的職業」に就いていた。次いで多いのが「分類不能の職業」、

「管理的職業」、「事務的職業」、「サービスの職業」であった。学校基本調査との比較から、

上位に占める職業については、同様の傾向であることがわかった（概要図表 2）。 
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博士課程での経済的支援の効果について 

 

 本調査では、経済的支援の制度を、給付型、貸与型、学費の免除、の 3 つに大別した。

給付型の支援としては、「TA（ティーチングアシスタント）経験」、「RA（リサーチアシスタ

ント）経験」、「博士課程教育リーディングプログラム」、貸与型支援としては「日本学生支

援機構の奨学金」、そして「学費の免除」を分析対象とした。評価測定の指標としては、「博

士課程在籍年数」「中退率」「学位授与率」「修了後の職業選択」の 4 つを用いた。主な結果

は以下のとおりであった。 

 

 

１．平均博士課程在籍年数は、給付型、貸与型、学費の免除の全てにおいて、受給者の方

が短かった。 

 既に博士課程を修了しているJGRAD登録者の博士課程の平均在籍年数を概要図表 3にま

とめた。給与型、貸与型、学費の免除全てで、博士課程在籍年数は、受給者の方が短かっ

た（概要図表 3）。 

 

概要図表 3 JGRAD 登録者の平均博士課程在籍年数 

 

  

概要図表 2 JGRAD 登録者(修了者)と学校基本調査の比較（修了後の職業選択） 
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２．学費の免除を受けなかった JGRAD 登録者の中退率が特に高かった。 

 既に博士課程を修了しているJGRAD登録者の博士課程の中退率を概要図表 4にまとめた。

「学費の免除」を受けなかった JGRAD 登録者の中退率が、比較した中で最も高かった（概

要図表 4）。 

 

概要図表 4 JGRAD 登録者の中退率 

 
 

 

３．リーディングプログラムへの参加者は、民間企業、公的研究機関の就職割合が高かっ

た。 

 博士課程を修了後の就職先については、制度問わず、大学等が最も多く、ついで民間企

業が多い。しかし、リーディングプログラムの参加者は、不参加者と比べ、民間企業就職

者と公的研究機関就職者の割合が増加し、大学等に就職した者の割合が減少していた。 

 

概要図表 5 修了後の就職先（博士課程教育リーディングプログラム） 
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４．TA の経験者は大学等への就職割合が多かった。 

 TA の経験者は、未経験者と比べ大学等への就職者が多かった。また、RA 経験の有無の比

較でも同様の傾向が見られた。 

 

概要図表 6 修了後の就職先（TA 経験） 
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まとめ 

 

経済的支援の受給の効果について、JGRAD 登録情報から以下の知見を得た。 

 給付型、貸与型、学費の免除の全てで、受給者の方が平均博士課程在籍年数は短かっ

た。 

 学費の免除を受けなかった者の中退率は、特に高かった。 

 リーディングプログラム参加者は、民間企業、公的研究機関の就職割合が高かった。 

 TA 経験者は、大学等への就職割合が高かった。 

 

 博士課程在籍年数については、給与型、貸与型、学費の免除全てで、受給者の方が非受

給者より短かった。金額や制度を問わず、在学中の経済的支援が、経済的な環境の改善に

つながり、学生がより一層学業に専念できている状況が推察される。中退率については、

学費の免除を受けなかった者の中退率が特に高い点が興味深い。学費の免除は、学力基準

と家計基準の両方で免除者が決定される場合が多い。JGRAD では中退の理由を尋ねていな

いため、以下は推測であるが、経済的に困窮しているものの、学力基準に達しなかった学

生が、十分な経済的支援を受けられずに中退に至った状況が、この結果に示唆されている

のではないだろうか。 

 修了後の職業選択については、経済的支援だけでなく、教育や人材育成の機会提供を目

的としている制度で、その効果が観察された。まず、リーディングプログラムでは、参加

者の民間企業や公的研究機関への就職者割合が、非参加者に比べ増えていた。参加してい

る学生の専攻分野が産学連携しやすい分野であることや、本プログラムが実施している、

インターンシップや産官学の人材交流と言った活動の効果の表れではないかと考えられる。

TA（ティーチングアシスタント）についても、TA 経験者の大学等への就職者割合は、非経

験者に比べ、高かった。TA を通して経験する、教員や研究者になるためのトレーニングを

受けることによって、修了後の就職先としてアカデミアを意識する傾向があるのではない

か。 

 本調査より、2019 年 5 月時点の JGRAD 登録者においては、上記のような経済的支援の効

果が認められることが明らかとなった。今後の課題としては、大学、研究科に対し、JGRAD

への参加を引き続き呼びかけ、登録者数の増加を図るとともに、JGRAD 登録後の捕捉率向

上を図ることで、分析の精度を上げること、支援額、支援期間等の詳細なデータを追加す

ることで、支援制度の実態に基づいた分析を実施することが挙げられる。 
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１．序論 

1.1 博士課程2在籍者への経済的支援の政策的背景について 

国内の博士課程への進学者数は、2003 年より減少傾向をたどっており、優秀な学生の大

学院進学促進の方策が求められている。その一つとして、博士課程在籍者に対する経済的

支援が挙げられる。博士課程在籍者への経済的支援の重要性は、国の科学技術政策の基本

計画である科学技術基本計画にも明記されており、第２期科学技術基本計画（平成 13～17

年度）においては、「優秀な人材が経済的負担の心配なく大学院に進学できるよう博士課程

学生への研究者養成の観点からの支援や奨学金などを充実する。」、第３期科学技術基本計

画（平成 18～22 年度）には、「博士課程（後期）在学者の 2 割程度が生活費相当額程度を

受給できることを目指す。」と明記されている。第４期科学技術基本計画（平成 23～27 年

度）からは、経済支援の充実等に加え、修了後のキャリアパス開発支援等の強化が加えら

れるようになった3。現在の第５期科学技術基本計画（平成 28～令和 2 年度）においても、

博士課程（後期）学生に対する経済的支援の充実が引き続き明記されている4。同様の方針

が、文部科学省 2040 年を見据えた大学院教育のあるべき姿～社会を先導する人材の育成

に向けた体質改善の方策～（審議まとめ）（平成 31 年（2019 年）１月 22 日中央教育審議

会大学分科会）においても打ち出されている5。このような政策的背景にのっとり、日本学

生支援機構による奨学金の拡充や、日本学術振興会の特別研究員制度（DC1、DC2）、各大学

における授業料減免制度、TA、RA と言った教育的効果も見込んだ給付型支援が実施されて

いる。また、大学院教育における新しい取り組みとしては、文部科学省において、産学官

                                                  
2 本報告書における博士課程とは、前期・後期に区分する博士課程の後期の課程(前期・後期の区分を設

けない博士課程についてはこれに相当する 3 年間、医歯薬獣医学についてはこれに相当する 4 年間)とす

る。 
3 第４期科学技術基本計画 3. 科学技術を担う人材の育成 （１）多様な場で活躍できる人材の育成 

② 博士課程における進学支援及びキャリアパスの多様化には以下の記載がある。「優秀な学生が大学院

博士課程に進学するよう促すためには、大学院における経済支援に加え、大学院修了後、大学のみならず

産業界、地域社会において、専門能力を活かせる多様なキャリアパスを確保する必要がある。このため、

国として、博士課程の学生に対する経済支援、学生や修了者等に対するキャリア開発支援等を大幅に強化

する。」 

4 第 5 期科学技術基本計画 第 4 章科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 （１）人材力の強化 

①知的プロフェッショナルとしての人材の育成・確保と活躍促進 ⅲ）大学院教育改革の推進には以下

の記載がある。「また、優秀な学生、社会人を国内外から引き付けるため、大学院生、特に博士課程（後

期）学生に対する経済的支援を充実する。大学及び公的研究機関等においては、ティーチングアシスタン

ト（ＴＡ）、リサーチアシスタント（ＲＡ）等としての博士課程（後期）学生の雇用の拡大と処遇の改善

を進めることが求められる。国は、各機関の取組を促進するとともに、フェローシップの充実等を図る。

これにより、「博士課程（後期）在籍者の２割程度が生活費相当額程度を受給できることを目指す」との

第３期及び第４期基本計画が掲げた目標についての早期達成に努める。」 

5 文部科学省「2040 年を見据えた大学院教育のあるべき姿 ～社会を先導する人材の育成に向けた体質

改善の方策～（審議まとめ）」には以下の記載がある。「国や大学は、これまでも博士後期課程の学生に対

する経済的支援やキャリアパス拡大に取り組んできたが、こうした取組は、これまで述べてきたような学

位プログラムとしての大学院教育の確立が果たされてこそ、より一層有効に機能するということは強調し

ておく必要がある。」 

本編 
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にわたりグローバルに活躍するリーダー育成のための、博士課程教育リーディングプログ

ラム（以下、「リーディングプログラム」という。）が平成 23 年度から実施され、平成 30

年度からは、新たな知の創造と活用を主導し、次代を牽引する価値を創造するとともに、

社会的課題の解決に挑戦して、社会にイノベーションをもたらすことができる博士人材（高

度な「知のプロフェッショナル」）を育成することを目的とする、卓越大学院プログラム

が実施されている。これらの事業においては、教育研究支援経費として、プログラム生が

博士課程における修学及び研究に専念するため、経済的支援が行われている。 

 

1.2 本調査の目的 

博士課程学生が受ける経済的支援の全体像を把握するため、文部科学省では継続的な調

査を実施し、大学を通じて個人の財源別受給額や大学からの支給額、採用人数等を調査し、

現状把握に努めている6。また、個々の経済的支援の実施機関においても、支援対象者や支

援機関を対象とした調査が実施されている7。しかし、個々の調査で用いる指標や観点、回

答者は異なるため、個々の支援の効果を比較し、複数の経済的支援について総合的な効果

測定をすることは難しい。そこで本調査では、経済的支援の受給の有無が、博士課程の在

籍・修了状況やキャリアパス多様化に、どのような効果があったか、同じ指標の下、比較

することを試みる。 

 

２．使用データについて 

2.1 JGRAD について 

 本調査では、文部科学省科学技術・学術政策研究所（以下、「NISTEP」という。）が構

築・運用する、博士人材データベース (Japan Graduates Database: 以下、「JGRAD」とい

う。) の登録情報を分析に用いる。JGRAD とは、NISTEP が科学技術イノベーションを推進

する、中核となるべき博士人材の、博士課程修了後のキャリアパスを把握するための、情

報基盤プラットフォームとして構築を進めているデータベースである。JGRAD は、NISTEP

と JGRAD への参加と学生の登録を希望する国内の大学（以下、「参加大学」という。）によ

って運営されており、参加大学数は、2019 年 12 月時点で 49 大学（35 国立大学、8 公立大

学、6 私立大学）である8。 

 

                                                  
6「ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査」(平成 22 年度 科学技術政策

研究所)、「博士課程学生の経済的支援状況と進路実態に係る調査研究」(平成 26 年度 文部科学省)、「博

士課程学生の経済的支援状況に係る調査研究」（平成 28 年度 文部科学省） 
7 国が実施する経済的支援の個別の調査については、主に以下の調査報告が公開されている。「奨学金の

返還者に関する属性調査」、「学生生活調査」（日本学生支援機構）、「特別研究員就職状況調査」、「博士課

程教育リーディングプログラム事後評価アンケート調査結果」（日本学術振興会） 
8 参加大学等、JGRAD に関する詳細情報は、以下ウェブサイトにて資料公開されている。 

博士人材データベース(JGRAD)への参加について（https://www.nistep.go.jp/archives/40867）*更新

日 2019 年 6 月 6 日 

博士人材データベース(JGRAD)（http://jgrad.nistep.go.jp/home.html） 
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2.2 JGRAD 登録対象者と登録率 

 JGRAD の登録対象者は、参加大学が登録を希望する研究科の博士課程に 2014 年以降在籍

した者9である。 

 登録対象者は、NISTEP から発行されるアカウントにログインし、登録手続きを行うが、

実際に登録手続きを行うかは学生の任意である。2019 年 5 月時点での、発行アカウント数

と登録済みアカウント数（以下、「登録者数」という。）を図表 1 に示す。登録者数は 17,738

人、登録率は 42.9％であった。リーディングプログラム、卓越大学院プログラムについて

は、大学が修了者の追跡調査を実施することが定められており、JGRAD を活用した修了後

の状況把握が予定されている10。このため、NISTEP への登録協力が大学のプログラムの参

加の要件になっており、参加学生の登録率は非常に高い。本集計では、それ以外の登録者

（以下、「一般登録」という。）と集計を分けている11。 

 

図表 1 2019 年 5 月時点での JGRAD 登録状況 

 

  

                                                  
9 参加大学が登録を希望する研究科以外の研究科に所属する参加大学生が登録を希望した場合は、登録可

としている。 
10 博士課程教育リーディングプログラム、卓越大学院プログラムの公募要領には、以下の記載がある。

「大学が行う上記の追跡調査と併せ、当面の間、科学技術・学術政策研究所が運用する「博士人材データ

ベース(JGRAD)」を活用した修了者の状況把握を予定しているため、大学は修了者の登録や情報の更新に

当たり文部科学省並びに科学技術・学術政策研究所に協力すること。」 
11 2019 年 5 月時点では、卓越大学院参加者へのアカウント発行は終了していなかったため、本調査では

分析対象外とする。 

発行アカウントに

占める登録者割合

発行アカウント 41,312

一般登録 36,442
リーディングプログラム登録 4,870

登録済みアカウント（登録者数） 17,738 42.9
一般登録 12,871 35.3

リーディングプログラム登録 4,867 99.9

アカウント数（2019年5月）
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2.3 JGRAD 登録者の偏り 

JGRAD の登録対象者は「参加大学が登録を希望する研究科の博士課程に 2014 年以降在籍

した者」であり、博士課程在籍者の全数ではない。そこで、登録データの偏りを調べるた

め、登録データについて、「在籍者」と「既に博士課程を修了（単位取得退学、中退を含む）

した者」に分け、基本属性の構成比率を求めた。「在籍者」の構成比率については、令和元

年度学校基本調査（確定値）（以下、「学校基本調査」という。）の在学生の基本属性の構成

比率と比較し、偏りについて考察した。 

 

① 設置者別 

 在籍者 11,475 人の設置者別内訳は、国立大学 10,467 人 (91.2%)、公立大学 581 人 

(5.1%)、私立大学 427 人 (3.7%)だった（図表 2）。 

 学校基本調査設置者別在学者割合と比べ、JGRAD 在籍者は、私立大学の構成比率が特

に低い（図表 3）。 

 

図表 2 設置者別登録者数（在籍/課程修了・満期退学・中途退学別） 

 

図表 3 設置者別構成比率と捕捉率 

 

  

設置者別 学校基本調査
構成

比率

JGRAD在籍者
(2019.5)

構成

比率
捕捉率

（人） （％） （人） （％） （％）

総計 74,711 100.0 11,475 100.0 15.4
国立大学 50,571 67.7 10,467 91.2 20.7
公立大学 5,052 6.8 581 5.1 11.5
私立大学 19,088 25.5 427 3.7 2.2
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未入力：2,930 人 

② 男女別 

 在籍者の男女別内訳は男性6,862人 (69.6%)、女性2,994人 (30.4%)だった（図表 4）。 

 JGRAD 登録者の男女別比率は概ね 7：3 であり、学校基本調査が報告する男女比とほ

ぼ同じであった。捕捉率は男性 13.9%、女性 11.9%で女性の方がやや低かった（図表 5）。 

 

図表 4 男女別登録者数（在籍/課程修了・満期退学・中途退学別） 

 
 

図表 5 男女別構成比率と捕捉率 

 

  

男女別 学校基本調査
構成

比率

JGRAD在籍者
(2019.5)

構成

比率
捕捉率

（人） （％） （人） （％） （％）

総計 74,711 100.0 9,856 100.0 13.2

　男性 49,499 66.3 6,862 69.6 13.9

　女性 25,212 33.7 2,994 30.4 11.9
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未入力：4,965 人 

未入力：4,968 人 

③ 国籍別 

 「国籍（大分類）」に入力した登録者 12,773 人のうち、在籍者の「日本」選択者は

5,713 人(71.6%)、「日本以外」選択者は 2,266 人（28.4%）であった（図表 6）。 

 JGRAD 登録者（在籍者）の「日本以外」選択者の比率は 3 割弱であり、学校基本調査

が報告する外国人比率とほぼ同じであった。捕捉率は日本国籍者が 10.1%、「日本以

外」の国籍の者が 12.6%であった（図表 7）。 

 

図表 6 国籍（日本/日本以外）別登録者数（在籍/課程修了・満期退学・中途退学別） 

 

 

図表 7 国籍（日本/日本以外）別構成比率と捕捉率 

 

 

参考として、JGRAD に登録する「日本以

外」選択者(3,459 人)の国・地域別（国籍

別（中分類、小分類））の集計結果を図表 8

に示す。中国出身者が突出して多かった。 

 

 

  

2,900 (22.7%) 

中国, 1396

韓国・北朝

鮮, 216インドネシ

ア, 261

ベトナム, 

189

タイ, 147

バングラデ

シュ, 149

マレーシ

ア, 126

それ以外

のアジア, 

416

アフリカ, 

177

ヨーロッ

パ, 125

中近

東, 97
中南米, 82 北米, 22 オセアニ

ア, 7

そ

の

他, 

49

図表 8 国・地域別登録者数
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④ 年齢別 

 登録者 14,683 人12について、年齢別登録者数と構成比率は図表 9 のとおり。JGRAD

登録者は「25～27 歳」が 2,821 人(28.6%)と最も多く、次いで「30～34 歳」2,383 人

(24.2%)が多かった。 

 学校基本調査では博士課程入学者数の年齢分布のみを報告しているため、JGRAD のデー

タと比較はできないが、参考として、学校基本調査「博士課程の年齢別入学者数13」とそ

の構成比率を併記した。 

 

 

図表 9 年齢別登録者数（在籍/課程修了・満期退学・中途退学別） 

 
  

                                                  
12 年齢は、2019 から「生年月日(年)」の入力値を減算した値とした。未入力 2,910 人と、減算の値が 15

以下となった 145 人は、本集計から除いた。 
13 令和元年度学校基本調査 20 大学院年齢別入学者数より筆者計算。 
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⑤ 専攻分野別 

登録者の所属研究科の学校基本調査の分類（大分類）14に基づいて、登録者の専攻分野

を集計した。１つの研究科は大分類の異なる複数の学科から構成されている場合もあるた

め、本調査では、独自に以下対応表に沿って再分類（以下、「NISTEP 分類」という。）、集

計した。 

 

本調査における専攻分野分類（NISTEP 分類）と学校基本調査（大分類）対応表 

NISTEP 分類 学校基本調査上の分類（大分類） 

人文科学・社会科学系 

社会科学、人文科学、人文科学・その他、人文科学・社会科

学、人文科学・社会科学・その他、人文科学・保健・教育・芸

術・その他 

理学系 理学 

工学系 工学、工学・その他 

農学系 農学、農学・その他 

保健系 保健、保健・その他 

家政 家政 

教育 教育 

その他 その他 

複合研究科 
理学・工学、理学・保健、理学・工学・農学・その他、理学・工

学・その他 

 

  

                                                  
14 登録者の所属研究科の学校基本調査上の分類は、登録者からではなく、参加研究科情報として、大学

から情報提供いただいている。 
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 登録者 10,568 人15の、専攻分野（NISTEP 分類）別登録者数と割合は図表 10 のとおり。

工学系（3,100 人）が最も多く、次いで保健系（2,382 人）、理学系（1,336 人）の順であ

った。 

図表 10 専攻分野別登録者数 

 

分類が異なるため直接の比較は出来ないが、参考として、専攻分野別登録者数（図表 11）

と学校基本調査「専攻分野別大学院学生数（博士課程）16」を併記した。学校基本調査と

比べると、JGRAD 登録者は理学系、工学系、農学系、その他の割合が高く、人文科学・社

会科学系、保健系、教育が低かった。 

図表 11 専攻分野別登録者数（在籍/課程修了・満期退学・中途退学別） 

 

  

                                                  
15 研究科の分類が未登録である登録者 7,170 人は、集計から除いた。 
16 令和元年度学校基本調査 12 専攻分野別大学院学生数 博士課程(1)より筆者計算。 

人文科学・社会科学系

理学系

工学系

農学系

保健系

家政

教育

その他

複合研究科

3,100 (29.3%) 2,382 (22.5%) 

1,336 

(12.6%) 
1,705 

(16.1%) 

701 

(6.6%) 

534 

(5.1%) 

72 (0.7%) 

37 (0.4%) 

n=10,568 701 

(6.6%) 
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⑥ 修了後の職業選択 

博士課程修了後のキャリア(就業)情報について「職業分類(大分類)」別に集計した結果

は図表 12 のとおり。 

 JGRAD 登録者の 91.3%が「専門的・技術的職業」に就いていた。次いで多いのが「分

類不能の職業」、「管理的職業」、「事務的職業」、「サービスの職業」であった17。 

 学校基本調査（職業別就業者数18）においても、「専門的・技術的職業従事者」が 9,978

人と最も多く、次いで「事務従事者」が 268 人、「上記以外のもの19」が 271 人、「管

理的職業従事者」が 147 人であった。 

 「専門的・技術的職業」が大多数であること、上位の職業分類について、傾向は概ね

同じであった。 

図表 12 職業分類別登録者の構成比率 

 

 

 

以上、JGRAD 登録者の基本属性の構成比率について、令和元年度学校基本調査報告値と

比較を行った。JGRAD 登録者（在籍者）の男女比、外国人（国籍：日本／日本以外別）比

率、年齢比率は、学校基本調査報告値の比率と、大きな違いはなかった。修了後の職業選

択についても、大きな偏りは見られなかった。 

  

                                                  
17 上記以外の項目については入力件数が少ないため、合計値を「その他」として記載した。 

18 令和元年度学校基本調査 86「博士課程の職業別就業者数」の報告値より筆者計算 
19 図表 12 では、「分類不能の職業」の項目に数値を記載した。 
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３．経済的支援の適用の状況 

 経済的支援制度は、対象者に制限を設けている場合や、目的により、特定の属性の者（留

学生、社会人学生、等）のみを対象とする場合がある。本章では、受給のあり、なしを属

性別に集計し、博士人材への経済的支援の適用の偏りについて、分析することを試みた。 

 属性については、JGRAD 登録情報において比較的偏りの少なかった、男女別、国籍別、

年齢に着目した。属性毎に、経済的支援の受給「あり」と「なし」回答した者の構成比率

と比較し、特定の階層の受給が多いか、少ないかを分析した。経済的支援については、給

付型支援である「TA 経験」、「RA 経験」、「博士課程教育リーディングプログラム」、貸与型

支援である「日本学生支援機構の奨学金」、及び「学費の免除」を分析の対象とした20。 

 

① 男女別 

 男女別に、JGRAD 登録者（在籍者）の受給の「あり」「なし」の人数、構成比率を集計し

た結果は以下のとおりであった。受給の有無を問わず、男性約 7 割、女性約 3 割であり、

どの支援においても、大きな差は見られなかった。また、JGRAD 登録者（在籍者）の男女

比率は男性 69.6%、女性 30.4%であり（図表 4、5）、全体の構成比率と比べても、大きな違

いはなかった。 

図表 13 経済的支援受給の状況（男女別） 

 

  

                                                  
20 経済的支援項目への入力状況については、基本属性別の集計結果を、資料として文末に添付した。 

TA経験 あり
構成

比率
なし

構成

比率
RA経験 あり

構成

比率
なし

構成

比率
（人） （%） （人） （%） （人） （%） （人） （%）

総計 2,933 100.0 2,437 100.0 総計 1,738 100.0 3,630 100.0
男性 2,099 71.6 1,678 68.9 男性 1,293 74.4 2,485 68.5
女性 834 28.4 759 31.1 女性 445 25.6 1,145 31.5

リーディング
プログラム

参加
構成

比率
不参加

構成

比率

日本学生支援

機構の奨学金
貸与あり

構成

比率
貸与なし

構成

比率

（人） （%） （人） （%） （人） （%） （人） （%）

総計 2,401 100.0 7,455 100.0 総計 1,756 100.0 3,562 100.0
男性 1,670 69.6 5,192 69.6 男性 1,341 76.4 2,408 67.6
女性 731 30.4 2,263 30.4 女性 415 23.6 1,154 32.4

学費の免除 免除あり
構成

比率
免除なし

構成

比率
（人） （%） （人） （%）

総計 2,481 100.0 3,096 100.0
男性 1,701 68.6 2,206 71.3
女性 780 31.4 890 28.7
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② 国籍別（日本/日本以外） 

 国籍（日本/日本以外）別に、JGRAD 登録者（在籍者）の受給の「あり」「なし」の人数、

構成比率を集計した結果は以下のとおりであった。日本学生支援機構の奨学金の貸与を受

けている者のうち、日本以外の国籍の者の比率は 17.0%であり、貸与がない場合の比率

（33.0%）に比べ低かった。日本学生支援機構では、「文部科学省外国人留学生学習奨励金」

「海外留学支援制度（協定受入）奨学金」の２種類の奨学金を、留学生を対象として支給

しているが、主に日本人学生に対して支給される貸与型の奨学金に比べ、全体的な人数は、

少ないものと予想される。学費の免除については、奨学金とは逆に、免除を受けている日

本以外の国籍の者の免除の比率（46.1%）が、免除を受けていない場合（12.1%）と比べ高

かった。留学生向けに私費外国人留学生授業料減免制度を実施している大学が多く、その

影響ではないかと考えられる。 

 

図表 14 経済的支援受給の状況（国籍別） 

 

  

TA経験 あり
構成
比率

なし
構成
比率

RA経験 あり
構成
比率

なし
構成
比率

（人） （%） （人） （%） （人） （%） （人） （%）

総計 2,937 100.0 2,440 100.0 総計 1,742 100.0 3,633 100.0

日本 2,315 78.8 1,559 63.9 日本 1,186 68.1 2,688 74.0

日本以外 622 21.2 881 36.1 日本以外 556 31.9 945 26.0

リーディング
プログラム

参加
構成

比率
不参加

構成

比率

日本学生支援

機構の奨学金
貸与あり

構成

比率
貸与なし

構成

比率

（人） （%） （人） （%） （人） （%） （人） （%）

総計 2,025 100.0 5,954 100.0 総計 1,760 100.0 3,565 100.0

日本 1,368 67.6 4,345 73.0 日本 1,461 83.0 2,389 67.0

日本以外 657 32.4 1,609 27.0 日本以外 299 17.0 1,176 33.0

学費の免除 免除あり
構成

比率
免除なし

構成

比率

（人） （%） （人） （%）

総計 2,486 100.0 3,098 100.0

日本 1,340 53.9 2,722 87.9

日本以外 1,146 46.1 376 12.1
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③ 年齢別 

 年齢別に、JGRAD 登録者（在籍者）の受給の「あり」「なし」の人数、構成比率を集計し

た結果は以下のとおりであった。分析した全ての経済的支援において、「35〜39 歳」「40

歳以上」の受給者の比率が、非受給者より低かった点は共通している。「35〜39 歳」「40

歳以上」の階層は、主に社会人学生によって構成されていると予想されることから、社会

人学生にとって、経済的支援を受けにくい状況である事が伺える。 

 

図表 15 経済的支援受給の状況（年齢別） 

 

  

TA経験 あり
構成
比率

なし
構成
比率

RA経験 あり
構成
比率

なし
構成
比率

（人） （%） （人） （%） （人） （%） （人） （%）

総計 2,936 100.0 2,437 100.0 総計 2,936 100.0 2,437 100.0
24歳以下 57 1.9 54 2.2 24歳以下 57 1.9 54 2.2
25〜27歳 1,262 43.0 623 25.6 25〜27歳 1,262 43.0 623 25.6
28〜29歳 800 27.2 473 19.4 28〜29歳 800 27.2 473 19.4
30〜34歳 528 18.0 616 25.3 30〜34歳 528 18.0 616 25.3
35〜39歳 165 5.6 273 11.2 35〜39歳 165 5.6 273 11.2
40歳以上 124 4.2 398 16.3 40歳以上 124 4.2 398 16.3

リーディング
プログラム

参加
構成
比率

不参加
構成
比率

日本学生支援
機構の奨学金

貸与あり
構成
比率

貸与なし
構成
比率

（人） （%） （人） （%） （人） （%） （人） （%）

総計 2,412 100.0 7,450 100.0 総計 1,759 100.0 3,565 100.0
24歳以下 143 4.0 47 0.5 24歳以下 29 1.6 82 2.3
25〜27歳 972 31.0 1,849 17.0 25〜27歳 727 41.3 1,152 32.3
28〜29歳 640 26.9 1,629 19.0 28〜29歳 477 27.1 789 22.1
30〜34歳 439 28.6 1,944 34.3 30〜34歳 357 20.3 769 21.6
35〜39歳 149 6.7 893 14.0 35〜39歳 92 5.2 335 9.4
40歳以上 69 2.9 1,088 15.2 40歳以上 77 4.4 438 12.3

学費の免除 免除あり
構成
比率

免除なし
構成
比率

（人） （%） （人） （%）

総計 1,759 100.0 3,565 100.0
24歳以下 29 1.6 82 2.3
25〜27歳 727 41.3 1,152 32.3
28〜29歳 477 27.1 789 22.1
30〜34歳 357 20.3 769 21.6
35〜39歳 92 5.2 335 9.4
40歳以上 77 4.4 438 12.3
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４．経済的支援と学業への効果について 

本章では、個々の経済的支援の受給が、博士課程の在籍・修了状況や修了後の就職先の

選択に、どのような効果があったか、同じ指標の下、比較することを試みた。博士課程の

在籍・修了状況については、博士課程在籍年数、中退率、学位授与率の３点に着目した。

修了後の就職先については、在籍セクター（大学等／民間企業／公的研究機関／非営利団

体／その他・未定／無所属）の割合を比較した。経済的支援は、給付型支援である「TA 経

験」、「RA 経験」、「博士課程教育リーディングプログラム」、貸与型支援である「日本学生

支援機構の奨学金」、及び「学費の免除」を分析の対象とした。 

 

4.1 博士課程在籍年数21 

在籍者を除く JGRAD 登録者22 (4,416 人)の博士課程在籍年数の分布を図表 16 に示す。

平均博士課程在籍年数は 3.9 年、最小値は 0（1 年以内）、最大値は 12、最頻値は 3 であっ

た。 

 

図表 16 博士課程在籍年数の分布 

 

 

 

 次頁より、「TA 経験」、「RA 経験」、「日本学生支援機構の奨学金」、及び「学費の免除」の

受給の有無別に、在籍年数の分布と平均在籍年数を示す。JGRAD 登録者においては、「TA

経験」、「日本学生支援機構の奨学金」、及び「学費の免除」の受給者の平均在籍年数が、非

受給者よりも短かった。 

  

                                                  
21 博士課程在籍年数は、修了等で大学院を修了した年度から入学年度を減算し１加算した数字とする。

そのため、本集計には休学期間も含まれると予測される。 
22 博士前期課程からの登録が混在しているリーディングプログラム登録者は集計からを除く。 
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「TA 経験」の有無別に集計した結果は、図表 17 のとおりである。「TA 経験：あり」と

入力した者の平均在籍年数は 3.8 年、「TA 経験：なし」と入力した者の平均値は 4.0 年で

あり、「TA 経験：あり」の方がやや短かった。 

 

図表 17 JGRAD 登録者の博士課程在籍年(TA 経験の有無別) 

 

 

上記グラフの数値は、下記のとおりである。 

 

  

在籍

年数

TA経験：

あり
%

TA経験：

なし
% 総計

1 5 0.6 12 2.9 17

2 20 2.6 16 3.8 36

3 349 45.3 134 32.0 483

4 252 32.7 157 37.5 409

5 77 10.0 53 12.6 130

6 35 4.5 22 5.3 57

7 13 1.7 9 2.1 22

8 8 1.0 9 2.1 17

9 9 1.2 4 1.0 13

10 3 0.4 3 0.7 6

11 0 0.0 0 0.0 0

12 0 0.0 0 0.0 0

総計 771 100.0 419 100.0 1,190

在籍年数（年） 

（人） 

TA 経験あり (n=771) 平均 3.8 年 

TA 経験なし (n=419) 平均 4.0 年 
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「RA 経験」の有無別に集計した結果は、図表 18 のとおりである。受給の有無で平均在

籍年数に差はなかった。 

 

図表 18 JGRAD 登録者の博士課程在籍年数（RA 経験の有無別） 

 

 

上記グラフの数値は、下記のとおりである。 

 

  

（人） 

RA 経験あり (n=594) 平均 3.9 年 

RA 経験なし (n=594) 平均 3.9 年 

在籍年数（年） 
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「日本学生支援機構の奨学金」の貸与の有無別23に集計した結果は、図表 19 のとおりで

ある。「貸与：あり」と入力した者の平均在籍年数は 3.7 年、「貸与：なし」と入力した者

の平均在籍年数は 4.0 年であり、「貸与：あり」の方が平均在籍年数は短かった。 

 

図表 19 JGRAD 登録者の博士課程在籍年数（奨学金受給の有無別） 

 

 

上記グラフの数値は、下記のとおりである。 

  

                                                  
23 経済的支援の有無を比較するため、「日本学生支援機構の奨学金」の「第 1 種奨学金」、「第 2 種奨学金」

の合計値を「受給：あり」とした。 

在籍年数（年） 

（人） 

貸与あり（第 1 種、第 2 種）(n=375)、平均 3.7 年 

貸与なし(n=421)、平均 4.0 年 
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「学費の免除」の有無別24に集計した結果は、図表 20 のとおりである。「免除：あり」

と入力した者の平均在籍年数は 3.7 年、「免除：なし」と入力した者の平均在籍年数は 4.0

年であり、「免除：あり」の方が平均在籍年数は短かった。 

 

図表 20 JGRAD 登録者の博士課程在籍年数（学費の免除の有無別） 

 

 

上記グラフの値は、下記のとおりである。 

  

                                                  
24 経済的支援の有無を比較するため、「学費の免除」の「全額免除」「一部免除」については受給有とし

て合計値を記載する。 

（人） 

免除あり（全額、一部）(n=996) 平均 3.7 年 

免除なし(n=1151)、平均 4.0 年 

在籍年数（年） 
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 一人の登録者が、複数の経済的支援を受給している場合もある。経済的支援を重複して

受給する場合の効果を観察するため、受給した経済的支援の数別に、在籍年数を集計した。

受給する支援の数が多いほど、平均在籍年数は短かった（図表 21、22）。 

 

図表 21  JGRAD 登録者の平均博士課程在籍年数（経済的支援受給数別） 

 

 

図表 22  JGRAD 登録者の博士課程在籍年数（経済的支援受給数別） 

 

 

上記グラフの値は、下記のとおりである。 
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4.2 博士課程中退率25 

JGRAD 登録者（在籍者を除く）6,263 人のうち、課程修了・単位取得退学した者は 5,767

人、中途退学者は 496 人であり（以上を、「既に博士課程を離れた者」という。）、中退率は、

7.9%であった。 

「TA 経験」、「RA 経験」、「日本学生支援機構の奨学金」、「学費の免除」別に集計結果は図

表 23 のとおりである。「RA 経験」、「日本学生支援機構の奨学金」、「学費の免除」において、

支援を受けた者の中退率は、受けていない者に比べ低かった、特に、「学費の免除」を受け

ていない者の中退率は 7.1%と特に高かった。 

 

図表 23 中退率（経済的支援受給の有無別） 

 

  

                                                  
25 博士課程での中退率を求めるため、博士前期課程を含む博士課程教育リーディングプログラム生は計

算より除いている。また、本稿での中退率の定義は、JGRAD 登録者のうち、既に博士課程を離れた者に占

める中退者の割合である。また、一般に中退率と言う場合、ある年度の在籍者に占める中途退学者を指す

ため、本調査の中退率とは定義が異なっている点に、留意が必要である。 
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4.3 学位取得率 

既に博士課程を離れた者のうち、学位取得ありと入力した者は 872 人、学位取得なしと

入力した者は 139 人であり、既に博士課程を離れた者の学位取得率は、86.3%であった。 

「TA 経験」、「RA 経験」、「日本学生支援機構の奨学金」、「学費の免除」別に集計した結果

は、図表 24 のとおりである。どの支援も非常に学位取得率が高い。また経済的支援受給

の有無による、大きな違いは見られなかった。 

 

図表 24 学位取得率（経済的支援の受給別） 
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4.4 修了後の職業選択 

修了後の就職先（在籍セクター）について、経済的支援の受給の有無別に集計した結果

は図表 25 のとおりである。なお、図表 25 において、制度の形態により「あり」「参加」

「貸与あり」「免除あり」とした区分表現に関して「受給有り」の分類としている。逆も同

様である。 

結果は大学等が最も多く、ついで民間企業が多い点は、各支援制度間で共通している。

民間企業への就職者割合は、リーディングプログラム以外の支援では需給の有無に係らず

30.5〜28.8％の範囲に収まっているのに対し、リーディングプログラム参加者では、不参

加者に比べ 9 ポイントの増加が見られた（参加者：34.3％、不参加者：25.3％）。また、公

的研究機関の就職者割合についても同様に、リーディングプログラム以外の経済的支援は、

需給の有無による差が２ポイント未満であったのに対し、リーディングプログラム参加者

は不参加者と比べ、４ポイント程度増加していた（参加者：11.8％、不参加者：7.9％）。

また、大学等への就職者割合に着目すると、TA 経験者では、未経験者に比べ、約 9 ポイン

ト程度増加していた（TA 経験あり：50.9%、TA 経験なし：42.0%）。 

 

図表 25 修了後の就職選択（在籍セクター別） 
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５．まとめ 

5.1 JGRAD 登録情報について 

 JGRAD の登録対象者は「参加大学が登録を希望する研究科の博士課程に 2014 年以降在籍

した者」であり、博士課程在籍者、または既に博士課程を離れた者の全数ではない。JGRAD

登録情報が持つ分布上の偏りについては、学校基本調査との比較により、以下の様な性質

を持つと推定できる。 

 設置者別について、JGRAD 登録者（在籍者）の設置者別割合は、国立大学が 91.2%、

私立大学が 3.7%であるのに対し、学校基本調査では博士課程在学者の設置者別割合

は国立大学 67.7％、私立大学 25.5%であった（図表 2）。全数の場合と比較して JGRAD

登録者（在籍者）は、私立大学割合が低く、国立大学割合が高かった。 

 専攻分野について、JGRAD 登録者（在籍者）の NISTEP 分類に基づく専攻分野別割合

は、人文科学・社会科学系 7.0%、保健を除く理系 45.8％（工学系が 29.9%、理学系

が 9.6%、農学系が 6.3%）、保健系 23.8%であった。学校基本調査では人文科学、社

会科学の割合(合計値)は 14.8%、保健を除く理系の割合が 28.0％（工学が 17.1%、

理学が 6.3%、農学が 4.6%）、保健 40.0%であった（図表 9）。本調査では、専攻分類

として NISTEP 分類を用いているため直接の比較は出来ないが、JGRAD 登録者は、人

文科学・社会科学、保健の割合が低く、保健を除く理系の割合が高いといえよう。 

 性別（図表 3）、国籍別（図表 10）については、学校基本調査の割合と概ね同じであ

った。 

上記より、2019 年 5 月時点での JGRAD 登録情報は、全数の場合と比較して、国立大学在

籍者、保健を除く理系専攻者に偏っていること、及び私立大学在籍者、人文科学・社会科

学及び保健専攻者の捕捉率が低いことが示唆される。したがって、今後、JGRAD 登録情報

を用いて全数に相当する精度の追跡調査等を実施するためには、捕捉率の低い属性を補う

ように、JGRAD への参加・登録を呼びかけていく必要があろう。 

また、今回の分析で捕捉率が低いことが示唆された人文科学・社会科学や、人数が少な

いため上記の議論に含めなかった家政、芸術は、私立大学在籍者が多い（人文科学：46.3%、

社会科学：44.0%、家政 57.9%、芸術 34.2%）26。したがってそれらの属性に関する捕捉率

を上げるためには、私立大学への JGRAD 参加の呼びかけが重要である。 

保健については、保健の博士課程在学者の 63.1%36は国立大学に在籍しているため、捕

捉率向上のためには、国立大学の医学・看護学の関連研究科等の JGRAD 参加を呼びかける

ことが有用と考える。  

                                                  
26 令和元年度学校基本調査専攻分野別大学院学生数報告値より筆者計算 
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5.2 JGRAD 登録情報における経済的支援の学業への効果について 

本調査では、制度の異なる経済的支援の効果を、同じ指標の下、比較することを試みた。

指標としては、博士課程在籍年数、中退率、学位授与率、在籍セクター（大学等／民間企

業／公的研究機関／非営利団体／その他・未定／無所属）に着目した。JGRAD 登録者集団

特性であるということを念頭に置きつつ、以下の様な結果が得られた。 

 

【博士課程在籍年数】 

 平均博士課程在籍年数は 3.9 年であった。 

 「TA 経験」「日本学生支援機構の奨学金」「学費の免除」については、支援を受けて

いない者に比べ、支援を受けた者の平均在籍年数が短かった（図表 14～17）。 

 博士課程在籍年数については、給付型、貸与型、学費の免除全てで、受給者の方が非

受給者より短かったことから、制度を問わず、在学中の経済的支援が、経済的な環境の

改善につながっていること、それにより、学生がより一層学業に専念できている状況が

推察される。 

 TA、RA については、大学毎に支給額や支援期間等は異なっているため、今後、各大

学保有の情報と併せてより詳細かつ具体的な分析ができることが期待される。 

 

【中退率】 

 JGRAD 登録者のうち、学費の免除を受けなかった者の中退率が特に高かった（免除

あり 4.3%、免除なし 6.1%）（図表 18）。 

 「RA 経験」「日本学生支援機構の奨学金」については、支援を受けた者の方が支援

を受けていない者に比べ中退率は低かった。 

 学費の免除を受けなかった者の中退率が特に高い。経済的困窮のために中途退学を検

討する学生の場合、学費の免除が特に重要であることがうかがえた。 

 経済的困窮の他、博士課程での特徴的な中途退学の理由としては、在籍中に就職が決

まる等もあり得る。今後、データが蓄積していくことによって、中途退学者の JGRAD 登

録情報から中途退学時の学年や就職先の有無等を調べることができるようになれば、経

済的困窮とは異なる理由での中途退学の実態についても、明らかにできると考えられる。 

 

【学位取得率】 

 今回の分析では、経済的支援受給の有無による学位取得率の大きな違いは見られず、

どちらの場合でも 9 割前後の高い取得率であることがわかった。これは、「学位取得：

なし」の入力件数が少ないことから、博士課程を離れた際に学位を取得しなかった場合

に、「学位取得：なし」とわざわざ入力する人が少なかったことも考えられる。 

 

【修了後の職業選択】 

 修了後の就職先（職業分類）について、「専門的・技術的職業」が 9 割以上を占め

る点、分類不能の職業、管理的職業、事務的職業が続く点は学校基本調査と概ね同
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じであった（図表 20）。 

 リーディングプログラム参加者は、民間企業、公的研究機関への就職割合が高かっ

た。 

 TA 経験者は、大学等への就職割合が高かった。 

 学生の教育や人材育成の一環として経済的支援を実施している制度で、支援の効果が

見られた。まず、リーディングプログラムでは、文部科学省の報告27にもあるとおり、

参加者の民間企業や公的研究期間への就職者割合が、非参加者に比べ増えているという

結果が、JGRAD 登録情報からも得られた。インターンシップや産官学の人材交流と言っ

た本プログラムの成果として、産官学にわたって活躍する人材が育成されていることが

伺える。TA についても、TA 経験者の大学等への就職者割合は、非経験者に比べ、高か

った。TA を通して教員や研究者になるための経験を積むことが、修了後の就職先とし

てアカデミアを選択するきっかけとなっているのではないかと考えられる。 

 

5.3 JGRAD 登録情報を用いた経済的支援の影響の分析について今後の課題 

本試行的分析を踏まえた今後の課題としては、支援制度の実態に基づいた分析を実施

し、より効果的な支援政策を立案するためのエビデンスを提供することが挙げられる。

このため、大学、研究科の JGRAD への参加を引き続き呼びかけるなど登録者数を増加さ

せるとともに、他の博士人材追跡調査と連携することで、博士課程修了後の捕捉率を向

上させて分析の精度を上げ、支援額、支援期間等の詳細なデータを追加する必要がある。

その他、博士課程在籍中の支援策として主要な、日本学術振興会特別研究員（DC）の分

析と比較もまた重要である。現状の JGRAD では特別研究員（DC1、DC2）採用については

入力されているものの、未採用であるとの情報を明確に取得しておらず、そのため採用

者と非採用者を比較することができなかった。文部科学省調査によれば、生活費相当額

の経済的支援受給者は現状で全体の 1 割程度であり、その半数以上が特別研究員（DC）

受給者28である。したがって、特別研究員についても、年額 180 万円以下の受給型支援

や、貸与型支援と同様の分析を実施し、比較を行うことは、今後の経済的支援の在り方

を検討する上で重要な知見となるであろう。 

 

 

  

                                                  
27 博士課程教育リーディングプログラムの実施状況（平成 30 年 8 月 6 日中央教育審議会大学分科会大学

院部会（第 87 回）参考資料８） 
28 博士課程学生の経済的支援状況に係る調査研究（平成 28 年度文部科学省高等教育局大学振興課） 
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分析対象項目の入力件数と入力形式 

 本調査で集計・分析した JGRAD 登録情報の項目名、入力件数（2019 年 5 月時点）、入力

形式、を以下に示す。なお入力件数は、選択肢の場合、全ての合計値である。 

 

◆基本情報 

項目名 入力件数 入力形式 

ログイン ID 

登録者識別番号 
17,738 英数字の文字列 

性別 14,808 男性/女性/該当なし、から１つ選択 

生年月日（年）29 14,828 西暦 4 桁 

国籍（大分類） 12,773 日本/日本以外、から 1 つ選択 

国籍（中分類） 12,770 

国籍（大分類）で「日本」を選択した場合：「日本」 

国籍（大分類）で「日本以外」を選択した場合：「アジア」「ア

フリカ」「オセアニア」「ヨーロッパ」「中近東」「中南米」「北

米」「その他」から１つ選択 

国籍（小分類） 12,770 JASSO 国・地域コード表記載の国、地域名から 1 つ選択 

 

◆支援制度/その他 

項目名 入力件数 入力形式 

ログイン ID 

登録者識別番号 
17,738 英数字の文字列 

TA 経験 7,671 有/無、から 1 つ選択 

RA 経験 7,666 有/無、から 1 つ選択 

日本学術振興会

の特別研究員 
1,951 DC1 採用/DC2 採用、から 1 つ選択 

学費の免除 8,858 全額免除/一部免除/免除なし、から 1 つ選択 

日本学生支援機

構の奨学金 
7,209 第 1 種奨学金/第 2 種奨学金/貸与なし、から 1 つ選択 

論文数 2,551 自由入力 

  

                                                  
29 生年月日（年）はそのまま集計せず、2019 年時点の年齢を計算するために使用（後述）。 



 

 

42

◆キャリア（就学） 

項目名 入力件数 入力形式 

ログイン ID 

登録者識別番号 
15,433 英数字の文字列 

学位取得の有無 1,374 あり/なしから１つ選択 

 

◆キャリア（就業）30 

項目名 入力件数 入力形式 

ログイン ID 

登録者識別番号 
4,577 英数字の文字列 

所属期間開始(年) 4,176 
1～12 の数字 

所属期間開始(月) 4,177 

所属先機関種別

（大分類） 
1,445 

大学等/公的研究機関/民間企業/非営利団体/その他・無所属、

から 1 つ選択 

雇用形態 2,217 無期雇用/有期雇用、から 1 つ選択 

職業分類 

(大分類) 
1,306 

総務省日本標準職業分類(大分類)(平成21年12月統計基準設

定)から 1 つ選択 

 

  

                                                  
30 キャリア(就業)情報は、登録者自身の履歴書として利用されることを想定しているため、博士課程在

籍前、在籍中の就業情報も入力されている。本調査では修了直後のキャリア選択を選別するため、入力情

報 4,577 件について、「登録者の基本情報：課程修了年度」と「キャリア(就業)：所属期間開始(年)」を

比較、入力内容の精査を行い、博士課程修了後のキャリア(就業)情報 1,445 件を分析対象とした。 
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◆基本情報（JGRAD 運営事務局入力）31 

項目名 入力件数 入力形式 

ログイン ID 

登録者識別番号 
17,738 英数字の文字列 

大学名32 17,738 大学名 

所属研究科33 17,738 研究科名 

入学年月34 17,738 西暦 4 桁（西暦＋月表記の場合は年度に修正） 

課程修了の有無 17,738 在籍/課程修了（満期退学含む）/中退、から１つ選択 

課程修了年度 12 6,263 西暦 4 桁（西暦＋月表記の場合は年度に修正） 

博士課程教育リー

ディングプログラ

ム 

17,738 Yes/No 

 

  

                                                  
31 基本情報のうち、大学から JGRAD 運営事務局（委託先）に提供される当該登録者の基本情報。通常 JGRAD

運営事務局でデータベースに入力される。 
32 大学名はそのまま集計せず、設置者別として集計。 

33 所属研究科は本調査独自の再分類法（後述）に基づき集計。 

34 入学年月、課程修了年度については、在籍年数を計算するために用いた（後述）。 
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経済的支援項目の入力状況（属性別集計） 
「TA 経験」、「RA 経験」、「博士課程教育リーディングプログラム」、「日本学生支援機構

の奨学金」、「学費の免除」の入力状況を、以下に示す。 

 

設置者別経済的支援項目の入力状況（登録者全体） 

 

 

男女別経済的支援項目の入力状況（登録者全体） 

 

 

  

国立大学 割合 公立大学 割合 私立大学 割合 合計 割合

経済的支援 入力状況 （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

あり 3,940 24.8 195 22.6 282 29.0 4,417 24.9
なし 2,943 18.5 172 20.0 139 14.3 3,254 18.3
未入力 9,020 56.7 495 57.4 552 56.7 10,067 56.8
あり 2,547 16.0 71 8.2 153 15.7 2,771 15.6
なし 4,334 27.3 294 34.1 267 27.4 4,895 27.6
未入力 9,022 56.7 497 57.7 553 56.8 10,072 56.8
Yes 4,484 28.2 92 10.7 291 29.9 4,867 27.4
No 11,419 71.8 770 89.3 682 70.1 12,871 72.6
第1種奨学金 1,981 12.5 104 12.1 139 14.3 2,224 12.5
第2種奨学金 357 2.2 18 2.1 21 2.2 396 2.2
貸与なし 4,155 26.1 232 26.9 202 20.8 4,589 25.9
未入力 9,410 59.2 508 58.9 611 62.8 10,529 59.4
全額免除 1,953 12.3 50 5.8 83 8.5 2,086 11.8
一部免除 1,883 11.8 50 5.8 163 16.8 2,096 11.8
免除なし 3,985 25.1 264 30.6 427 43.9 4,676 26.4
未入力 8,082 50.8 498 57.8 300 30.8 8,880 50.1

　TA経験

　RA経験

　リーディングプログラム

　日本学生支援機構の奨学金

　学費の免除

男性 割合 女性 割合 該当なし 割合 未入力 割合 合計 割合

経済的支援 入力状況 （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

あり 3,202 30.4 1,194 28.0 5 41.7 16 0.5 4,417 24.9
なし 2,285 21.7 957 22.5 6 50.0 6 0.2 3,254 18.3
未入力 5,048 47.9 2,110 49.5 1 8.3 2,908 99.2 10,067 56.8
あり 2,060 19.6 692 16.2 5 41.7 14 0.5 2,771 15.6
なし 3,426 32.5 1,455 34.1 6 50.0 8 0.3 4,895 27.6
未入力 5,049 47.9 2,114 49.6 1 8.3 2,908 99.2 10,072 56.8
Yes 2,577 24.5 1,015 23.8 9 75.0 1,266 43.2 4,867 27.4
No 7,958 75.5 3,246 76.2 3 25.0 1,664 56.8 12,871 72.6
第1種奨学金 1,721 16.3 496 11.6 7 58.3 0 0.0 2,224 12.5
第2種奨学金 305 2.9 90 2.1 1 8.3 0 0.0 396 2.2
貸与なし 3,143 29.8 1,440 33.8 3 25.0 3 0.1 4,589 25.9
未入力 5,366 50.9 2,235 52.5 1 8.3 2,927 99.9 10,529 59.4
全額免除 1,419 13.5 636 14.9 5 41.7 26 0.9 2,086 11.8
一部免除 1,534 14.6 544 12.8 3 25.0 15 0.5 2,096 11.8
免除なし 3,384 32.1 1,233 28.9 3 25.0 56 1.9 4,676 26.4
未入力 4,198 39.8 1,848 43.4 1 8.3 2,833 96.7 8,880 50.1

　TA経験

　RA経験

　リーディングプログラム

　日本学生支援機構の奨学金

　学費の免除
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国籍別（日本/日本以外）経済的支援項目の入力状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日本 割合 日本以外 割合 未入力 割合 合計 割合

経済的支援 入力状況 （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

　TA経験 あり 3,552 38.1 849 24.5 16 0.3 4,417 24.9
なし 2,127 22.8 1,121 32.4 6 0.1 3,254 18.3
未入力 3,632 39.0 1,492 43.1 4,943 99.6 10,067 56.8

　RA経験 あり 1,956 21.0 801 23.1 14 0.3 2,771 15.6
なし 3,721 40.0 1,166 33.7 8 0.2 4,895 27.6
未入力 3,634 39.0 1,495 43.2 4,943 99.6 10,072 56.8

　リーディングプログラム Yes 2,289 24.6 907 26.2 1,671 33.7 4,867 27.4
No 7,022 75.4 2,555 73.8 3,294 66.3 12,871 72.6

　日本学生支援機構の奨学金 第1種奨学金 1,895 20.4 329 9.5 0 0.0 2,224 12.5
第2種奨学金 344 3.7 52 1.5 0 0.0 396 2.2
貸与なし 3,163 34.0 1,423 41.1 3 0.1 4,589 25.9
未入力 3,909 42.0 1,658 47.9 4,962 99.9 10,529 59.4

　学費の免除 全額免除 985 10.6 1,075 31.1 26 0.5 2,086 11.8
一部免除 1,500 16.1 581 16.8 15 0.3 2,096 11.8
免除なし 4,113 44.2 507 14.6 56 1.1 4,676 26.4
未入力 2,713 29.1 1,299 37.5 4,868 98.0 8,880 50.1
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分析対象項目の JGRAD 入力画面 

◆基本情報 

 

 ID 
 パスワード 
 ハンドルネーム 
 ⽒名/フリガナ* 
 英字* 
 ミドルネーム 
 旧姓/旧姓（フリガナ） 
 性別* 
 ⽣年⽉⽇* 
 国籍* 
 メールアドレス/確認* 
 ⽣涯メールアドレス 
 携帯メールアドレス 
 携帯電話番号 
 プロフィールの公開 
 プロフィール⽤コメント 
 写真 
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◆学歴 

 

 ⼤学院の種類* 

 ⼊学年⽉* 

 所属⼤学院・研究科（区分/⼤学名/研究科/専攻） 

 研究分野【主】* 

 研究分野【副 1】【副 2】 

 指導教員 

 課程修了の種別 

 課程修了/退学年⽉ 

 所属学協会名（国内学会/海外学会） 

 所属機関の所在地* 

 学位取得の有無 

 学位授与年⽉ 

 取得学位 

 博⼠学位授与機関（区分/⼤学名） 
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◆キャリア（就業）‐１ 

 

 キャリア情報選択（就労） 

 就業開始年⽉* 

 退職年⽉ 

 所属先機関種別* 

 所属先機関名* 

 職階・職位* 

 役職・職名* 

 雇⽤形態* 

 任期開始（年⽉⽇）* 

 任期終了（年⽉⽇）* 

 産業分類* 

 職業分類* 

 専⾨分野* 

 所属機関の所在地* 
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◆キャリア（就業）‐２ 

 
 キャリア情報選択（その他・未定） 
 所属/無所属開始年⽉* 
 キャリア分類* 

下記分類を参考に⼊⼒して下さい︓ 

1. 臨床研修医 
2. 進学準備中 
3. 就職準備中 
4. 雇⽤関係のないポストドクター等 
5. その他・未定 
6. 専業主夫・婦 

 所属先機関種別* 
下記分類を参考に⼊⼒して下さい︓ 

1. ⼤学等 
2. 公的研究機関 
3. ⺠間企業 
4. ⾮営利団体 
5. その他・無所属 

 所属先機関名* 
 所属先規模* 
 職階・職位 
 役職・職名 
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 所定労働時間 
 所属機関の所在地 
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 ⽇本学術振興会の特別研究員（DC1/DC2 採⽤） 
 博⼠課程教育リーディングプログラム* 
 卓越⼤学院プログラム* 
 スーパーサイエンスハイスクール(SSH) * 
 学費の免除* 
 奨学⾦等の受給*（貸与が無い場合は以下の項⽬は⼊⼒無⽤です） 

 ⽇本学⽣⽀援機構の奨学⾦/受給期間 
 ⽇本学⽣⽀援機構以外の奨学⾦/受給期間 

 学内博⼠⽀援 
 学内博⼠⽀援プログラムへの登録 
 競争的資⾦(名称/⾦額) 
 ティーチングアシスタント（TA）経験* 
 リサーチアシスタント（RA）経験* 
 データベース連携(researchmap へのトランスファー/researchmap からのトランスフ

ァー) * 
 研究者番号 
 論⽂数 
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